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は じ め に
我々の社会全体の情報化が益々進展 している。情報化で先行 したのは,産業領
域への応用である。しかし,近時は,それにとどまらず,個 人生活領域の情報化
や,地域領域の情報化や,公 的分野の情報化が次第にウエイ トを増 しつつある。
これによって,我 々のすべての生活領域での情報化が達成されることになる。
ここで,産 業の情報化は,経 済の情報化 と言い換 えることができる。それ以
外は,そ れとの対比では社会の情報化 といえよう。その社会的な領域で開発 さ
れ,利 用される情報通信 システムは,そ れゆえ,社 会情報システムといっても
いいであろう。
この社会情報 システムの中には,き わめて多種 ・多様な内容のものが含 まれ
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る。では,こ のシステムの性格 は何であろうか。まず一つは,営利のために利
用 されるものではない と言 うことか ら導 き出せる。経済活動は,投 下した資本
に対 して,ど のくらいの利潤が得 られるかが問われる。そ して経済性 とは,合
理性や効率性 ということであろう。それゆえ,資本の投入に対 して,最 大の利
潤が獲得できるかということであるから,その測定は比較的明快である。
しかし,社会情報 システムは,投 下資本は明快であるが,そ の効果は不分明
である。なぜなら,社会情報 システムは,ま さに,社 会的課題の解決に資する
のであるか ら,その効果 も社会的なものである。ここで,社 会的効果とは一般
には経済効果以外のことを言 うとすれば,そ れが測定しづ らいことは容易に理
解で きる。たとえば,社 会的効果には,社 会的弱者の保護や,社 会的正義の実
現がある。このような価値は金銭的評価にあまり馴染 まないので,そ の評価 ・
測定は困難なことが多い。また,民 主的機能もある。 この民主的な機能が どの
程度であったのかはどう測定できるであろうか。また,外 部効果 もあ り,その
効果の及ぶ程度 と範囲を確定す ることは困難である。
第二は,し か し,社会情報システムも何 らかの費用が必要であることは当然
であるので,そ の費用が最小であることは当然である。その一方,社 会情報シ
ステムには,経 費削減的な効果 もある。たとえば,行 政機関の行政事務費用が
社会情報 システムとしての行政情報システムの導入によって削減できれば,費
用の軽減化が図れよう。
現在,日 本政府の財政は危機 に瀕 している。地方自治体でも,東京都や大阪
府や神奈川県で も危機的状況が現出 している。平成11年度の本予算の中に占め
る国債費の割合は,35%を超 えてお り,これまでの公債残高 もGDPも超 えた。
これから言えることは,現 今の不況か らの脱出は日本政府の喫緊の最重要課題
ではあるが,こ れまでの長期債務残高の大 きさは,日本政府の非健全財政の運
営の歴史を物語るものと評価せ ざるを得ないであろう。
それゆえ,ど のみち,日 本が国家破産を回避するには,中 長期的にはあ らゆ
る行財政の改革,端 的にいうならば,経 費の抜本的な削減は避けて通れないで
あろう。
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その背景にあるのは,日本の経済環境の不可避的な成熟化であろう。その成
熟化は,経済的豊かさの持続に関する根元的な制約要件の出現である。それは,
資源や環境問題から来るものである。たとえば,先 の地球温暖化防止に関する
京都会議で二酸化炭素の削減が,先 進国の問で国際的な合意に達 したが,日 本
の場合,経 済成長が低位であっても,か な りその達成は厳 しいものになろう。
第二は,経 済発展のいわば内在的な要件である少子 ・高齢化にともなう労働市
場の縮小問題や,人 口の鈍化 ・減少か らくるマイナス需要の問題である。そし
て,最 後が経済環境の変動である。この中には,グ ローバル経済の進展と,技
術革新の中期的な成熟化の問題があろう。1)
このように,決 して生やさしくない経済社会環境の不可避的な動向の中で,
国家及び地方自治体は,国 民の福利向上に努めなければならない。そのために
は,情 報化による経費削減 という効果と共に,国 民便益の向上 という2つの効
果の実現が期待 されているのである。
そこで,社 会情報システムの現状 と,そ の効果についての分析,そ して,そ
の評価測定の困難さを,部 分的ではあっても克服 ・実現 してい くための手法の
提示を試みてみたい。
1デ ジタル社会経済 のフ レーム ワーク
社会情報 システムが本当に我々の日常生活のあ らゆる部面で有益であるシス
テムになるためには,そ の基盤整備が欠かせないであろう。 この基盤整備とし
ての情報インフラス トラクチャーは,ま さに21世紀の社会資本である。2)そ
れゆえ,こ れらは公共財としての性格 を持つ。その公共財 としてのデジタルネ
1)グ ローバル経済は,世 界 を一つの市場 とす る競争であるから,技 術の陳腐化の速
度を高め,ま た,技 術 トレンドの不確実性 を増す。それゆえ,技 術の成熟化 は逆
に回避で きるかも知れない。
2)新社会資本と言 う名前で呼ばれ,情報資本とも定義 されうるものである。拙著 「情
報通信産業及び情報資本の経済効果に関す る考察」商学討究第49巻第1号,小 樽
商科大学,1998,参照
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ットワークにより提供される多様なサービスを普及 させるためには,様 々な課
題があ り,その克服のために積極的な取 り組みがなされている。その実現に対
して,こ こでは3つ の取組みを挙げておこう。
まず,第 一に,情 報通信インフラの整備である。光ファイバー網と放送イン
フラのデジタル化 を進める必要があろう。郵政省では,光 ファイバー網の全国
整備を2010年を念頭において整備することを目標 とし,2005年への前倒 しに向
けて努力するという。
また,全 放送のデジタル化について も2000年に実現することを目標 にしてい
るのである。また,デ ジタル化 された有線系 と無線系,移 動系 と固定系 という
各種のネットワークをシームレスに接続す る「トータルデジタルネットワーク」
の構築についても,検討の段階に入っているのである。3)
第二が,情 報 リテラシーの向上である。情報リテラシーが十分になければ,
いかに高度な情報システムが整備 されていても,利用価値を引 き出せないこと
になる。それがこれまでの機械 とは大 きく異なっている点である。普通の機械
であればある程度習得すれば,誰 でも簡単に操作可能であるが,情 報機器は操
作者の能力 に発揮 される機能や効果が大 きく規定されるのである。4)それゆ
え,大学は勿論,多 くの教育機関でその利用 と情報 リテラシーの養成が叫ばれ
ているのである。5)
第三が,端 末のマンマシンインターフェースの改善である。これは,上 記の
議論 とは逆の発想であるが,PCの 機能を十分に利活用するにはマシン側の操
作性の改善も必要である。すなわち,PCの 力を引 き出すには,操 作者がその
操作の技能を向上させると同時に,機 器自体の操作が簡単になる必要がある。
3)「情報通信21世紀ビジョン」中間報告書,電 気通信審議i会・通信政策部会,平 成9
年,参 照
4)情報機器はそのリテラシーの程度によってその効果は大 きく異なる。拙著 「ネッ
トワークの経済性に関する考察」社会情報学研究No.2,日本社会情報学会,1998,
参照
5)義務教育段階でも情報教育の必修化が決定した。 しかも,教 育免許の取得には情
報教育の受講の義務化 もすでに実施 されている。
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なぜなら,万 人がPCの 利用をするようになれば,い わゆる情報弱者 を出さな
いことが必要であるからである。すなわち,老 人や障害者の人々にも容易に利
用で きる操作性を実現しなければならない。そうでなければ,彼 らは情報化の
恩恵を受けることができなくな り,情報格差が生活全般の格差に繋がる恐れが
あるからである。6)
また,内 閣に設置 された高度情報通信社会推進本部は,技 術面の進展 にも留
意 しつつ,必 要な諸施策を政府一体 となって講 じるために,電 子商取引検討部
会を設置 した。
郵政省においては,平成9年2月,電 気通信審議会に対 して,21世紀初頭(2010
年)に 向けて推進すべ き情報通信高度化のための総合的な政策 と,これにより
実現可能な未来像を提示することにより,長期的展望による情報通信政策を確
立するための諮問をおこない,平成9年6月 に,「情報通信21世紀ビジ ョンー21
世紀に向けて推進すべ き情報通信政策 と実現可能な未来像一」 という答申を受
けたのである。以下が,そ の答申の概要である。
これによると,情報通信行政の目的 としては,情 報通信の普遍的な利用可能
〈情報通信行政の目的と責務〉
[目的]
情報通信のあまねく公平な利
用と保障
[社会的価値の実現]
*民主主義の発展への寄与
表現の自由,思想・信条の
自由,通信の秘密
*社会経済の発展
経済活動の活性化と公共部
門の効率化
*相互理解の増進
平和と安全の確保と共生
〈情報通信政策の構造〉
国内の全体改革
(六大改革)
21世紀型 ネ ッ
ト会社 の実現
↓ ↓
〈総合的な政策の実施〉
①次世代ネットワークインフラの整備
②アプリケーションの開発 ・普及
③創造的研究開発の推進
④グローバル化の推進
⑤情報通信高度化への環境整備
グローバル情
報革命の進展
図表一1「 情報通信21世紀ビジョン」電気通信審議会答申(H9年6月)の概要
6)地域の情報化の阻害要因は多い。たとえば,地域の高齢化は都市部以上であり,
産業構造も情報化が低いから情報リテラシーを学び実践する機会が少ない。
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性を確保することであるという。これを別言すると,情報アクセスのシビルミ
ニマムの実現 といえよう。これまでの物質的経済的な公平性のための交通アク
セスの整備 とともに,情報 も重要な生活 ・生産資源であるという認識にたって
いるのである。
社会的な価値の実現 としては,3つ 挙げ,第 一は,民 主主義の発展への貢献
であ り,第二が,社 会経済の発展であり,第三が,相 互理解の増進であるとい
う。 この認識 としては,経 済システムと社会システムへの貢献が意図され,平
和で民主的な社会の発展には,国 内はもとより,海外 との情報の交流が欠かせ
ないとの認識である。
このような課題解決のために,社 会情報 システムの発展が求められているの
である。
ただ,情 報通信 システムがこのような根本的社会経済価値の直接的な実現 を
もたらすと言 うよりも,そのシステムが新 しい社会経済システムの基盤 として,
間接的基底的にそれらを支えてい くものであると見るべきであろう。
2地 域の情報化と社会情報システム
2-1地 域情報化について
社会情報システムの分析を進めるにあたって,ま ず,地 域との関係 を考えて
みよう。社会情報システムは,社 会生活に関するあらゆる情報通信システムを
指すか ら,国内にあるすべての社会関連の情報システムをいうと考えられる。7)
しか し,情報通信システムは,先の21世紀 ビジョンにも掲げられているように,
情報のアクセスの平等性 を指向するものであるか ら,都市部よりも,地域(地
7)こ こでいう社会情報システムは,公 共機関が提供 ・管理するものに限らず,公 共
の用に供するものはすべて入ると考えられる。 しかし,情 報(財)は,経 済活動
と社会活動の区別が容易でない もの も少な くない。た とえば,防 災システムで も
民間が提供するサービスもあ り,一般 にはこれらは入 らないであろうが,最 広義
では入るように思われる。
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方)の 情報化を重視することになる。
勿論,21世紀は都市の世紀と言われるように,国 民の大多数は都市部に生活
することになろうが,都 市部はすでに情報通信産業が発達 しているのである。
なぜなら,情報通信産業は,そ の大半は企業支援型の産業であるか ら,本社や
有力企業の支店が集まる,東 京都やその他の中枢都市 に情報通信産業が集中す
るからである。
それゆえ,都市部は,行 政主導ではな く,民間企業セクターに委ねようとす
る考え方はあながち間違いではない。
しかし,社会情報 システムは,市 民の便益の向上のみに資するのではなく,
行政内のコス ト削減効果もあるのであるから,大都市部の社会領域への情報化
も当然に必要であることもまた事実である。また,今 後,高 齢化は,都 市部で
上昇することが必至であるが,そ のための費用の増大に対処するために情報通
信 システムのこの分野への投入は必需 となろう。
郵政省は,平 成8年 から 「高度情報通信社会構築に向けた地域情報化推進方
策についての調査研究会」を開催 し,平成9年 に最終報告書をまとめた。その
内容は以下の通 りである。
まず,現状認識として,地域の情報化は着実に進展 しているとの認識 を示 し,
ただ,そ れにともなって,地 方公共団体の問での取 り組みに差が拡大 している
という。
とくに,人 口規模の大 きい地方 自治体 において情報化が進んでいる。すなわ
ち,制 令指定都市,広 域行政圏における中心市町で進んでお り,それ以下の中
小都市と差がついているという。それゆえ,中小都市は「広域 ・連携アプリケー
ション」を構築すべきと言 う。
しかも,現在,自 動車の普及と高速道路網の発達によって,一段 と生活領域
範囲が拡大 している。それゆえ,広域的な連携は情報分野だけではなく,あ ら
ゆる分野に必要である。そこで,こ れらを更にまとめると,その第一は,広域
的行政の確立である。 日本の地方自治体 はその面積や人口の大 きさに大 きな差
がある。しか も,今の行政区分が成立 したのは明治期以降であり,戦後にも変
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更があった。それゆえ,今 の行政区分が維持 される合理的な理由はあまりない
とも言える。様々な地方自治体の財政悪化 と国家財政の破綻が想定される中,
もう一度,合 理的な国家 と地方自治体の在 り方を全体的包括的な視野で抜本的
に見直す必要があろう。情報に関しても,そ れぞれの証明書や書類のフォーマ
ットが地方 自治体毎に異なっていることは合理的ではない。そこで,広 域的な
情報通信システムの導入にあわせて,行 政全体の情報処理の合理化に取 り組む
べきであろう。
第二は,情 報通信基盤整備の効率化や,資 源の相互融通を活用することであ
る。それぞれの自治体が開発するよりもその共通基盤は相互的に活用するほう
が合理的である。そ して,節 約できた費用や時間は,そ の高度化 に利用すべ き
であろう。
第三は,住民や企業による情報活動の拡充を促進することである。地方 自治
体は,地 方の市民や企業のサービス提供のためにあると同時に,権 力的な行為
も行うのであるか ら,そのコン トロールのために,地 方自治体の情報をつねに
市民に公開すべ きである。
第四が,地 域間の連携の促進 と新 しい国土形成に資することである。地方の
経済は,工 業化社会か ら情報化社会に全体経済が移行するなかで,そ の発展が
鈍化 しつつある。それは,工 業化の時代 は,エ ネルギーや土地や労働力の確保
という点で,地 方のほうが本来的に有利であったともいえる。それゆえ,都 市
部から,工場が地方部へ,必 然的に移転 していった。それにつれて,所 得格差
が次第に縮小傾向にあった。それに対 して,情 報化 は先 もみたように,都 市部
で成長する産業であるので,都 市間格差がまた拡大する恐れが生 じているので
ある。8)その回避のためには,地 方部で情報関連の産業や情報 を活用 した新
しい企業経営の実践を実現するために,行 政の情報化を呼び水 としたり,情報
インフラの整備が欠かせないのである。
8)情報産業の立地 は,そ の過半は東京である。地方においても,地 方中枢都市 とそ
れ以外の中小都市 との問の差 は歴然 としている。
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これ らの中で,社 会情報システムの一つ として,ま ず,福 祉情報 システムに
ついて取 り上げてみよう。
平成8年 度で,日 本 の高齢化率 は,15。1%となっている。2015年には65歳
以上の高齢者人ロは,3188万人,高 齢化率は25%を超えて,国 民の4人 に1人
以上が65歳以上の高齢者 という本格的な高齢社会が到来すると予想 している
(国立社会保障 ・人口問題研究所)。これは,世 界でも類例 をみない高齢化率
であ り,世界でも初めての経済社会現象に突入することを意味する。
特 に,高齢者が単純に増加すると言うよりも,後期高齢者の増加により,寝
たきり老人や要介護老人が激増すると考えられているのである。9)
他方,子 どもの数が出生率の低下により減っているのである。この両者によ
って,日 本の高齢化は進んでいるのであるが,社 会費用の増減についての計算
は簡単ではない。
なぜなら,社会費用 としては,子供への教育 ・文教費が抑制で きることか ら,
その負担は軽減するか らである。 しか し,高齢者の費用の方が圧倒的に高いの
で,総 費用 と言う面では,社 会費用は増加することになろう。
日本の人々の高齢化 とともに,日 本自体 もすでに戦後からみても,半世紀を
過 ぎている。その間に,建 設投資をアメリカの数倍にも上る率で投下 してきた
のである。それゆえ,国債残高などが累積 してしまったのであるが,日 本は,
若年期を過 ぎて,壮 年期ない しは成熟期に差 し掛かっていると言われる。別の
言い方をすれば,相 当程度の公共ス トックが形成されているのである。それゆ
え,今 後は,経 済の成長局面を重視 した経済運営ではなく,ス トックの有効利
用 を重視 した経済システムに大 きく転換をしてい くべ きであろう。社会情報シ
ステムは,こ の有効利用 を高めるためのシステムと考えることもで きるのであ
る。たとえば,公 共施設の利用でも,利用 したい潜在需要はあっても,それが
手続 き上煩雑であれば事実上利用 されないことが起きる。そこで,予約利用デー
9)要 介護高齢者の比較で,80才か ら84才では,そ の出現率は10%程度であるが,そ
れ以上の年齢では,20%以上の高率 となることが知 られている。厚生省大臣官房
統計情報部 「平成4年国民生活基礎調査」,参照
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タシステムを構築 し,公共施設の活用率が向上すれば,市 民の効用 は増大する
ことになろう。
次に,社会情報システムとしての福祉情報システムは,多くの内容をもつが,
大 きく言うと,医療 ・福祉機関の情報化があろう。 また,そ れを支援 し,福祉
行政を効率的に運用するための情報化 もあろう。そして,市 民の福利厚生を向
上させるための情報提供を中心 とした情報化があろう。 これまで,福 祉情報シ
ステムは,福祉対象者が少数であったことや,家 庭で介護されることが多かっ
たのであるが,今 後は,い わば外部化されることにより社会全体で福祉 を支え
て行かざるを得 ないであろう。それゆえ,一般的普遍的な社会システムとして
の福祉情報 システムがより求められることになろう。
また,福 祉情報 システムは,ICカー ド等による健康医療 ・福祉 に関す る情
報 を一元的に管理し,市 民の健康管理 と同時に,そ れを利用する医療や行政の
効率化の両方に期する。 しか し,市民のプライバ シーが もれる危険 もあ り,と
くに,福 祉現場ではそのような危機の導入に最初からマイナスの価値をもって
いる人々も多いことも事実であろう10)。
しかし,今後は,介 護保健法案の成立により,2000年か ら介護の仕組みが大
幅に変わ り福祉の事業化や産業化がやっと実現する基盤が確立 しつつある。そ
のなか,よ りよい福祉的効用を高めていくには,是非 ともこのシステムの導入
は進まざるを得ないであろうと思われる。11)
2-2行 政の情報化
(1)行政の情報化の目的
行政の情報化は,当 然に推進されるべ きではあるが,情 報化することが
目的ではない。情報化することによる何 らかの効果があるから情報化を推
進するのである。ではいかなる効果があるのであろうか。
10)筆者がかかわった 「多 目的ICカ ー ドの実験」(北海道 ・滝川市)で も,医 療関
連の情報の取 り扱いはかなり厳 しい ものであった。同報告書,参 照
11)拙著他 「福祉事業化の総合研究」福祉事業化研究会,1998,参照
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第一は,行政運営の透明性の確保 といえよう。行政活動は,市 民の税金
を使って,市 民の便益向上のために行われる活動であるか ら,その活動が
正 しいかどうかはつねに監視 される必要がある。そのとき,それを許さな
い法制度や事実上の障壁は排除されなければならない。そのためには,ま
ず,行 政の情報が原則 としてすべて開示 される必要がある。そして,そ れ
は安い費用でかつ容易にアクセスできなければならない。それを技術的経
済的に可能にするのが,社 会情報システムであると考えられるのである。
これは民主的機能と言い換えても良いかも知れない。
第二は,行政活動プロセス及び組織構成の改革である。行政はそれ自体
が組織であるが,そ れは営利 を追求する民間の企業 とは当然に性格が異な
っている。民間であれば,そ れは自分の獲得 した資金でいかようにで も自
己責任で組織構築がで きる。 しか し,行政は,市民か ら税金 として強制的
に取 り上げて,行 政サービスを提供 しているのであるか ら,市民のサービ
スを最低の費用で,最 大の効果が実現できるようにしなければならない。
それゆえ,組織はなるべ く簡素で小規模なことが望ましい。しかも,社 会
経済の環境は日々変化 しているのであるか ら,それにあった組織や仕組み
は必要である。
第三は,行政サービスの向上である。この中には,大きく分けてさらに,
3つの項 目が入る。第一は,手 続きの簡素化である。12)第二は,ア クセ
スの改善である。13)第三は,行 政晴報の活用である。14)
第四は,社会情報 システムを使 っての新 しい市民への便益の実現である。
12)文章の保存や申告 ・申請の行政手続 きがペーパーで義務づけ られているので,電
子化が進んだ企業にとっては非常に効率が悪い。 ちなみに,電 子保存が容認 され
ているものは,法 令規則のある書類の うち,10%弱である。
13)一つの窓口で行政情報が取 り出せるワンス トップサービスや,い つで も取 り出せ
るノンス トップサー ビスや,ど こでで も取 り出せ るマルチアクセスサービスの検
討が始 まっている。
14)行政は社会の中で最大の情報収集 ・管理機関で もあるか ら,そ の情報の活用が進
めば情報コス トの回収になった り,新 しい商業サービスも実現で きる。そのとき
は,勿 論,情 報のアクセス と開示の包括的な法制度が必要であろう。
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た とえば,遠 隔医療 システムの導入に
よってこれまでは離島では高度医療は
受けられなかったが,こ れによって実
現する場合,住 民 に とっては新 しい
サービスの実現 といえよう。 また,情
報 インフラの整備 が,市 民の新 しい
サー ビスの提供活動の基盤を形成する
ことにもなるのである。
(2)行政情報の現状
郵政省は,地 域の情報化の進み具合
を評価するために,地域情報化
指標 という概念を定めている。
これは,以 下のような利用環境
指標 と開発整備指標の和 として
測定 している。15)これ らは,
行政機関が整備 しているか整備
しようとしている社会情報シス
テムであるといえるが,社 会情
報システムは民間が提供 しても
良いのであ り,今後はその関係
性や関わりが議論されることに
なろう。
右表をみると,行 政情報シス
テム も多 くの種類があるが,こ
れはほんの初期段階にすぎない
といえよう。現在は,こ のよう
15)「平成10年通信白書」参照
その1利 用環境指標
ISDN
(サー ビス事業者数)
光フ ァイバー
(事業者 数)
自動車 ・携帯電話
(事業者数)
PHS
(事業者 数)
パ ソコン通信
(ネッ ト局数)
イ ンターネ ッ ト
(プロバ イダー数)
無線呼び出し
(事業者数)
民間テ レビ放送
(チャネル数)
民間 ラジオ
(チャネル数)
CAVT
(チャネル数)
VICS
(サー ビス区域)
その2開 発整備指標
分 野 アプ リケー シ ョンシステム
インター ネット 公立小中学校の インターネ ッ ト接 続
市町村のホームペー ジ
行政 行政窓ロオ ンラインサー ビス
行政情報提 供 システム
公共施設案内 ・予約 システム
自動検 針 システム
地図情 報提 供 システ ム
文化 ・教育 図書館情報ネットワークシステム
電子文化施設
学校教育支援システム
生涯学習システム
保健 ・福祉 保健医療 ・福祉情報提供システム
遠隔保健医療 ・福祉支援システム
緊急通報システム
防災環境 防災情報提供システム
環境情報提供システム
産業 産業情報システム
農林水産業情報提供システム
その他 観光 ・地域情 報提供 シス テム求 入 ・
求職情 報提 供 システム
ボラ ンテ イア情報 システ ム
図 表 一2
〔図表一2から図表一4まで郵政 白書(H10)より作成〕
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なおおざっぱな社会情報 システムがあるかないかの議論であるが,(本指
標もそ うである)今後は,実 験システム的なものか ら,本当に有益なシス
テムの構築 とその評価 システムの開発 を推進 してい くべ きであろう。
その ときのチェックポイン トは,ま ず,ア クセスの容易度であろう。い
くら立派なシステムが構築されていても利用者が制限されていた り,利用
方法に制約が多いと結局は事実上利用がで きないか らである。次に,処 理
時間が どれだけ短縮できたかである。システムがあるかないかが問題では
な く,そのシステムによって どれくらい処理の負荷が低下できたかが重要
であるか らである。次に,情 報システムでしか実現で きないシステムが構
築できているかであるが,情 報システムにしかできないことがもっとも有
効であるからである。最後が,情 報 システムの評価基準の確立と測定基準
が数量的に定立できているかである。これが実現できなければ,結 局は,
どのように今後システムを構築 していけばいいかがわからないし,市民へ
の財政上のコン トロールがで きないことになるか らである。
これまで行政システムは多 くのシステムが開発されているように思われ
るが,こ のシステム開発数を自治体数で割ると,ほ んの少 しの数 しか各 自
治体は手がけていないことが分かる。16)
これか らすれば,や は り,現在は,や っと具体的システムが開発される
という全 くの初期的段階であると評価 し得 よう。
今度は,サ ービス需要者か らの需要であるが,具 体的には自宅で利用 し
たい情報 と,ネ ッ トワークを活用 した行政サービスへの要望の図である。
これをみると,ネ ットワークとしての利用は,社 会情報 システムとして
の要望で もあることが分かる。
また,行 政サービスの要望 としては,第 一に,「情報の更新を頻繁に」
というのが多い。これは,情 報はまさに,鮮 度と質が重要視 されるのにも
かかわらず,多 くの場合最初に作ったきりの場合や,そ の更新回数がきわ
16)具体的にいうと,行 政窓ロオンラインサー ビスは,30%程度,防 災情報提供 シス
テムは20%程度であり,あ とはかな りその構築は遅れている。
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めて遅い ものが多い。
それは,形 式的には情
報発信であっても,役
に立ち,有 益な情報発
信 として機能 してない
ことを示 していると言
えよう。
つ ぎに,「安い料金
で」 という要望 もやは
り多い。情報活動への
ニーズは高いものの,
個人が利用するにはや
はり現在の利用料金体
系は割高であると考え
テレワー クや業務
支援
画面で相手の顔を
見ながら電謡
画面を通じた趣味
や教養
銀行や郵便局の残
高照会や振込みな
行政サービスや公
的施設の予約
ビデオオンデイマ
ンド
画面を通じて医師
に健康相談など
自宅で利用したい情鞭通伯サービス
rヂ
猷膚∂ ρ 「
1
回.,、 邑臼欄一騨 箪
岡,騨 噂、,,匂'■ 亀
'
∂・・凸「'`一.鹸'げ
L駄Fρ 一.・、」、セ「・轄
■矩 一 ・一 巳.'適 一
・oム 、L㌧9・ 、 ■.ヤ,㌧
一b・,,」,傅 し駒 喝亀,'8■噛
uワ 彰ぜ 弓'」uげ 餉 鴨℃ 《 ・㌔L
、 ψ
・ ■邑「●ア尾'..o%,o「ノ監'・
囎㌔.卿.r」 、》 ・ρ農曹 ■じ■b
1'伊一.■ρ「魑`・.ベレー ,● 「二
-・r呵.嘱 、 邑㌔1一 岡醐 、{
瑚 ●
醒一 ℃'49塩・吃。圃㌦ 噴 ℃ゐ,の 昌幽r
▼F胃
`ヅ 、k■レ ・r凸 一"・.」湾4,層ら ・二、'L畠,.o.
ふ㌔5」 鴨P.,・ じ.・の■'る ρの.齢'3唱 岬
、 ●㌧ 、.r舳 ・、㌔ 轟、 脚㌧ ・、,ρ_6曽 ・
一h.,,」""一 一 ・.■.・8門一印聯 。喝,いb_
畠●・い.Lげ.ゆ 畠"、 ・一'岬4琴L・{層 」曜 飾甲,
∂ の「り 」.・.`「 り喝舳r・.・ 」・
レー 噸 ●ノ レρ・.♂、穐 噌 噌陰一 伊6ノ 伊一
煽1,「 伸 噛`㌔∴.、.《r・ 亀・、 噛。-P`胴 ・h」、.一 ■轟一'{∴ 嫡慌'{… 、5'vo胸・一回
馳}一 馬Mの ・」鞠).噺Mρ ・聰隔 一一一"ρL■ 一.、.
'
,∂馳げ穐.,.噂,ず 喧'.,.'♂ べ 胃の㌔,
」 ド9ゆ駒 り●」 一」'・4勘.b獅 ㍉亀r・ 鴎ψ一 、一 噂、 ・
幽2、
●4壱 」亀卿,●、 ・,↓ 」㌧ 」.、 層,・b'」、r噛・ ○'」一LL幽し
、 もr隔い り`L'.植ピ暗 し"」`幽 竃rべ4、も㌔'鴨 一矯 亀,り、
繍 訣 傷駅煮=.訊踏 等記二:轟蔦軸"ぜ,～ げ,
・`'蔭「辱7噂・'ρr,ノAe'亀駐 ρ.捧5-・57♂縞 ・.,り β・」 肉
術.・6レ 岡し凱 腎 騨・論加 帽,軸'ぐ 砿.膚 し騎 噛1曜,噸島層".○
「盤綴臨ご1}溺瓢 罐拙 臨 唱鷺熔、
ら皆 乙"脚 ず 一、'.、も.」「一、 、、'じ,のも'い零.㌔.`㌦9、「`亀曹 隔'
㌔ しr"ち い巳・♂監 し悔"㌔ ㍗L`一 ㎞ ℃、 、ひ4の唖一h矯 弗 ・い 曽
:謡 嬬 寓 慧 説 鳩 ぞw"留"申
顧㌃.㌔噸r噛b""..'ら響一験輸
」ゆ、・凋L・議・噌鱒
懲 認 羅 螂 驚"㌶
.ψ 臨・,博へ 「6ひ噛域,♂'}飼G隔 一℃'L」6,剛 ヴー ・潮 り6.
言:1捻:思鵡:ご=ヒ漿耐こご}:1黛濡 罰 襟
伽℃瀕`㌧,昌」`-w亀'亀幽▼』 記 」b矯 ∩琶,塵h'■鵯 蟻 、臼"し 。一、 》
司」 渇.,亀
な 仰"'
、
、淵 凱 綴 鵠 二漁.訳`、 ゴ='臨.冨=..ξこな.鵬.. 1岬刷 ・㌦4'1r'・ 一 ・・り'γ 弔 …rμ 雪 ・'」叩 ㌔ 弓 隅 」 ・,
0 1020
図表一3
30 40 50
られる。あとは,一 番目の内容 と同じであ り,やは り情報の内容について
である。インターネッ トは爆発的にその情報発信者 と利用者を増や してい
ることは確かであるが,本 当に実践的に役に立つ情報が流通 しているかと
言えば,そ うで もない。むしろ,趣 味的なものや簡単 な紹介程度のものが
大半である。これにたいする不満がまさにここに現れているといえよう。
以上のように,そ れぞれの行政は情報化 を鋭意推進 しているといえよう
が,そ れでは限りがあると同時に,も っと,先進的な応用事例を増やすた
めに,郵 政省ではい くつかのパイロット的な拠点整備 を展開している。そ
の主 なものは,「自治体 ネッ トワーク施設整備事業」,「新世代地域ケーブ
ルテレビ施設整備事業」,「先進的情報通信 システムモデル都市構築事業実
施地域」,「民活法関係施設」である。
拠点開発的な問題点 としては,これ らがまさに様々な公的資金(補助金)
として行われている点である。 これ らはまさに実験的なものなので,そ の
リスクを回避するという意味では肯定できようが,こ れか ら実践的なシス
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テムに移行 した り,目にみえる成果がでることがほ とんどない点が問題で
あろう。 また,あ まりに多 くの自治体を指定しているために,そ れぞれの
規模が小 さいことであ り,それが明確 な効果を生まない理由の一つ ともな
っている。
これ らは,情 報システムの内在的な本質に基づ くものであるので,容 易
に解決で きるものではないが,よ うするに,民 間レベルでのアプリケーシ
ョンとしての市場がなかなか立ち上がらないことである。それゆえ,今後
は,民 間 と公的機関が連携することも重要であるが,そ れ以上 に重要なこ
とは,公 のやるべきものと民間がやるべきものを明確に分けて,民 間がむ
しろやれることを促進する情報基盤 を整備 ・充実すべきであろう。
(3)条件不利地域の情報化
行政の情報化は大きく分けて,2つ に弁別できる。一つは,行 政組織体
内部の情報化であ り,今一つは,行 政が外部組織への情報提供 という形で
の情報化である。
このとき,規模の議論があろう。すなわち,大 規模行政体においては,
情報の膨大な処理 ・分析に多大な経費がかかるので,そ れを情報 システム
で費用削減を図ろうとすることは当然であろう。 また,大 規模行政体は,
それが大規模ゆえ,そ の中に多様な価値 を有する人々を抱えている。それ
ゆえ,彼 らの情報需要に応えるために,情 報提供システム も多様にならざ
るをえないであろう。
これとは反対に,小 規模行政体はあまり,情報処理量も多 くなく,開発
コス ト対効果では意義を失 うとい う意見 もある。しかし,小規模行政体は,
色々な面で遅れてお り,これらを構築 しなければ,結 果として,情 報機能
の低い行政活動 とな り,ひいてはその地域の情報力の低下を招 こう。他の
言い方をすれば,シ ビルミニマム としての情報を提供できないと言う 「情
報格差」が生 じることになろう。
むしろ,小 さい自治体は,情 報量が少ない故に,き めの細かい情報処理
や提供がで きるのであ り,費用が割高 となるのであれば,簡 易なシステム
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か ら導入するか,広 域的に中小都市と連携 して,情 報システムを開発 ・運
用するようにすればいいであろう。
そこで,以 下の図は,生 活条件の不利な地域の情報システムの開発運用
状況を指標化 した ものである。
条件不利地域の情報化指標
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図表一4条 件不利地域の情報化について
これによると,全国平均が22.4ポイントであるか ら,条件が不利な地域
の代表である,山村地域や離島や豪雪地域の状況が悪いことがわかる。さ
らに,こ の中で も,過疎地域の指標が一層悪い。これは,過 疎ほど情報化
が遅れていることを示 している。
情報化が都市化の指標 の代表とすれば,ま さに,過疎は情報化が遅れて
いる後進地域 といえよう。これによって,全 国的な情報化の波か ら取 り残
され,一 層,過 疎化が進行するという悪循環がみて とれる。
情報化 とは,過 疎化のもたらした外部不経済の効果を打ち消 し,過疎化
した社会の中で もユニバーサルサービス としての情報提供 を行う使命があ
るにも係わらず,結 果は,都 会ほど情報化が進み,過 疎地域ほど情報化が
遅れているのが現状である。
これは,都 会は今以上 に情報化が進むと同時に,過 密化が促進され,過
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2-3産 業構造 と情報化
以上のような指標で全都道府県
を郵政省では測定評価 している。
そこで,さ らに,そ の指標 と都道
府県の産業構造の関係になんらか
の関係があるのかどうかを議論 し
ている。それを示 しているのが,
以下の図表である。
その1を 見ると,右 のほうにあ
る県が,第 二次産業構成比増加率
が高い県であるが,そ の県は,四
国や九州及び東北地方である。こ
れより分かることは,こ れまで工
業化が遅れていた過疎地域でやっ
と,工業化がいま起 きているとい
うことである。
ただ,こ れはあくまで も増加率
であるので,そ の産業比率を必ず
しも指 していない。これに対 して,
左に位置 している県は,こ れまで
工業化が進んでいた先進地域であ
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疎は全 く反対の理由により衰退から崩壊に向かうように思われる。
つ ぎに,そ の条件不利地域の情報システムの具体的システムを比較して
みると,緊急通報 システムと行政窓ロオンラインシステムが,や や進んで
お り,防災情報提供サービスが遅れていることがわかる。 しか し,これ ら
のシステムは,生 活の防衛的基礎的システムであ り,積極的に市民への情
報提供を目指 したものではないことを確認すべきであろう。
総合指標と県内総生産経済活動別内訳第二次産業構成増加率
(2-6年)
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〔郵政自書(H10)より抜すい〕
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り,大都市部を抱える地域である。 これより,この都市部はむしろ,脱工業化
が進展 していると考えられるのである。それゆえに,それらの県は,相対的に,
総合指標が高いとも考えられるのである。
それに対 してその2の 図は,先 のその1の 図を反転 した形 となっている。す
なわち,工業増加率が大 きな県は,左 にきており,情報増加率は,先 の左の県
が右 にきているのである。 これゆえ,第 三次産業構成比増加率が大きくなって
いる県は,大都市周辺地域 となっているのである。
これらを総合的に考えると,工業化が相対的に遅れていた地域は工業化が進
み,工 業化がこれまでに十分 に進んでいた地域は,か えって脱工業化になりつ
つあるように思われる。
ただ,明 らかでないことも幾つかある。第一は,こ れによっても,総合指標
が高いことが,第 三次産業を発展 させたのか,第 三次産業発展が総合指標の値
を押 し上げたのかは不分明である。ただ,総 合指標が高いということは,少 な
くとも,行政が情報関連の投資を活発に行ったことを意味しているから,そ の
ような県では,情報 システムの導入が情報産業の成長を下支えすると同時に,
他の産業への経済波及効果が生 じたことが考えられる。17)
次に,た だ,総 合指標は地域的な特性はあまりなく,か なりバ ラバラな印象
を持たざるを得ない。たとえば,大都市部である大阪は総合指標は高いが,東
京は一番低い。
それゆえ,総合指標の本来持っている欠点が,明らかになった ともいえるが,
産業構造 と都道府県の情報化の取 り組みも弱いものであるが何 らかの正の相関
性があることも事実 といえよう。18)
17)情報通信産業はこれまでの産業 よりもそのパフォーマ ンスはかな り高いことが知
られている。たとえば,労 働生産性は,全 産業平均労働生産性 の1.46倍(95年)
であ り,そ の成長率は,8.8%(85年か ら90年)であった。産業波及効果 も,平
成2年か ら7年の問で,全 産業の うち,39%の部分を占めている。
18)本来的な決定 としては,都 道府県庁の情報化 と県 レベルでの産業の清報化 とは異
なっていることである。また,庁の開発は全体か らすると,決して多数ではない。
た とえば,情報サービス産業市場 のうち,公務関係の売上割合は10%程度である。
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3社 会情報システムの効果分析
3--1社 会情報 システムとアカウンタビリティ
都市情報システムは,都市機能の総合的,複 合的な展開による都市生活の利
便性を高めるために不可欠な要素である。社会情報 システムは,生 活空間とし
ての都市情報 システムとして具体化 されるのであるか ら,ここでは都市情報 シ
ステムとして考察 してみよう。特に,都 市情報システムのネットワーク化によ
る都市創造が今 日的な課題であるといっても過言ではない,と言われている。19)
都市は,情 報が寄 り集ま り,発信す ることによって成 り立つ生活 ・生産空間
である。それゆえ,都 市は,情 報の在 り方によって大きく規定 されると考えら
れる。それゆえ,都 市は情報都市 と言っても良いであろう。情報都市は情報機
能の集積によって成 り立つ ものであるから,情報の生産 ・処理および流通に関
する産業集積が形成され活用されなければならないことは当然であろう。
高度情報通信事業を都市活性化のために面的に拡大 し,県域,市 域の生活情
報ネットワークシステムを構築するとか,全 国的,国 際的な産業情報システム
のネットワーク化 を図ることなどの仕事では,そ の事業に関与する事業主体が
複数であ り,その事業主体問の役割分担 に応 じた事業責任の明確化が必要であ
るし,他方では,サ ービスの受益者が受益者責任 を負担することになる。そう
いう意味では,社 会情報 システムは,そ の供給主体が複雑であると同時に,提
供 されるサービスも純粋公共財的なものか ら私的財に近いものまで多様に存在
すると考えられる。
そこで,地 方 自治体は,情 報化にどのような責任を負担す るのか。
この問題は,地 方自治体の姿勢にかかわることであろう。そこで,ま ず社会
情報 システムを簡単な2つ の軸を使って分析すると,以下のようになろう。
情報政策が住民にとってプラスの効果をもたらすためには,産 業活性化によ
19)経済社会はネットワークによって発展すると考えることもできる。まず は,海 上
交通網,道 路交通網,航 空網,そ して現代の発展の契機は,情 報ネ ットワークで
ある。吉田寛編 「情報都市の創造」中央経済社,1988,参照
126 商 学 討 究 第49巻第4号
産業
活動性向上
市民
向上
業の活性化と情報通信シ ∠＼ 情報ネ ットワークの基盤整
の活用による地域市民の 新産業創出の支援
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一ビスなどの社会情報シ 生活情報 システムのネッ ト
の整備による市民生活の どによるナショナル ミニマ
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生活
図表一6
る都市の利便性の向上 と市民 ・企業のにぎわい(活性化)の創出が必要である。
そ して,都 市の産業基盤お よび経済基盤の強化のために情報通信政策を具体
化することは地方自治体の住民に対する責務である。
また,市 民の経済利便性を向上 し,所得効果を創造するためには地方自治体
は地域産業活性化に役立つ情報都市づ くりを進めなければならないが,そ の基
本的な役割はインフラづ くりと事業の支援態勢におかれるべ きである。
地方 自治体の結節機能は,第 一義的には自らの行政機能と地域社会との問に
成立するリーガルアカウウンタビリティに基礎 をお くと考えられる。
しか し,産業を対象領域 とす る場合は,第 三セクターの設立等の営利経営主
体の形成 によってリーガルな責任性よりも広範な経済責任 を負 うことになる。
現在は,そ の多 くの失敗を経験 して,そ の責任の取 り方と,失敗 したときの処
理スキームづ くりが問われていると言えよう。20)
20)北海道はその経済的困難性から,「時のアセスメ ント」 を実施 し,多 くの不要か
つ継続困難な事業の廃止を決定 している。 しかし,マ ネジメン トアカウンタビリ
テ ィは依然不分明である。
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情報通信 システムのインフラの建設費は,市 民の生活環境 を時代のペースに
あわせて整備する投資的行政費 として扱われる性質のものであることが多い。
地方自治体は,公 共的アカウンタビリティを負担 し,行財政が,市 民生活の
向上に役立つような施策のために使われることに十分な配慮が必要である。
それゆえ,市 民の生活福祉 の向上に役立つ情報化まちづ くりにとりくまなけ
ればならない。市民の生活や地域の商工業に密着した情報 システムづ くりや,
市民生活の質の向上や地域経済の活性化に役立つものが求められている。
市民はその受益者であると同時に,費 用の負担者で もある。それゆえ,行 政
の責任は,2つ の側面を持っていると考えられる。
一つは,説明可能性であ り,他方は,業 務の管理可能性である。説明可能性
とは,な ぜ このような行財政の負担の伴 う事業 を展開しようと考えたのか,そ
してこれによって市民にいかなる便益が どの程度及び,仮 にうまくいかなかっ
たときにはいかなる責任 をとるのか等を,市 民に,事前にかつ,事 業過程にお
いても,そ して事後にも説明する義務があるということである。また,業 務管
理可能性は,事 業主体である自治体の事業完遂能力 と,完成後の運用管理手法
の確立を義務づけるものである。
これを他の面か らみると,ポ リティカルアカウンタビリティとマネジメ ント
アカウンタビリテ ィということもできよう。
行政は,立 法府の法律等の規範に規定 ・規制され,そ れに対する法的な責任
を負 うと同時に,行政管理という事実上の当不当の管理責任も存在するという
ものである。その前提 として,業 務測定ができなければならない。測定がなさ
れなければ,上 記の判断が下せず,責 任を負担させることがで きなくなるか ら
である。
議会制民主主義のもっとも発達したイギリスにおいては,業 績測定は,以 下
の3つ を指すと考えられる。
第一が,経 済性(economy)であ り,第二が,効 率性(ef丘ciency)であ り,
第三が,効 果性(effectiveness)である。
このうち効率性はもっとも重要であり,包括的な概念である。それは,ア ウ
128 商 学 討 究 第49巻第4号
トプ ット/インプットという比率で測定される。それに対 して,効 果は目的の
達成 を示 し,したがって,アウ トプットのみに関連 している。また,経済性は,
インプッ トのみに関連する概念である。これ ら3つの指標を相互補完的に用い
ることによって,費 用対効果を達成することが,地 方自治体の目的である。こ
の3つ のEは,私 企業活動における利益尺度 と同等な業績尺度が欠如 してい
るという事情から,代替的に導入されるべ きものである。
なぜ なら,公共組織は一般 に利益を獲i得するという目的を持たないからであ
る。
そのとき,提供 されるサービス も経済的価値の側面か らではな く,社会価値
の側面から評価 される必要がある。
したがって;利 益以外のアウ トプットが測定 されなければならない。この測
定は社会科学の限界に関する極めて難解な課題の一つである。
しかも,資源制約が次第に強 くなりつつあるので,目 的をより効率的に達成
することが近年 ますます強 くなっているのである。
その手法として,一 方では,代 替法 という環境価値の測定手法が援用できよ
う。21)これは,も し,そのシステムの存在がないとして,他 のシステムで代
用するとしたらい くらかかかるかを算定 しようというものである。
これに対 して,仮 想評価法は,市 民に公共財の価値 を見積 もってもらい,そ
のサービスとして支払うとするといくらだせるかを決定 し,それによって,公
共財価格 を算定するものである。22)
前者は,本 来,金 銭評価できないものを代替的な市場にあるシステムに代替
されることによって評価づけを行おうと言 うものであり,い わば,「市場化」
分析 といえよう。それに対 して,後 者は,市 民に直接,利 便性 を聞 くものであ
21)私的財に置 き換えたときの費用で評価 されるが,評 価対象がご く少数に限 られる
ことが問題点として挙げられ よう。ここでは社会情報 システムの代替による金銭
評価 ということになるが,測 定しえない効用 も含んであることが指摘 されよう。
22)アンケー ト等をもとに仮想の市場を想定して価格付けを行ってい くが,フ リーラ
イダー現象を回避することができるかやはり疑問である。
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るから,「市民化」分析 といえよう。 これによって,資 源の最適な状況 を実現
するというパ レー ト最適化が実現 し,他方,そ の決定と量に関して市民の自己
決定権 と自己責任が明確 となるのである。
そこで,こ のような関係を整理すると以下のようになろう。
社会情報 システムの
開発 ・導入
ノ 民主的コントロール ド
→ 金銭評価の測定(市場化)→
＼ 外部効果の測定 →
L ↑
経費増大
経費削減
利便性増大
利便性削減
採否の決定とメタ評価指標の策定 ■
図表 一7
まず,こ れまでの行政事務の効率化が考えられる。すなわち,同 じ事務量で
あれば,よ り安い費用で処理できることもあろう。
つ ぎに,業 務量が増大 したときに,さ らに,費用が安 くなることもあろう。
しかし,一般には,高 くなろう。そ こで,評 価 としては,一 単位の処理の経費
で算定する方がいいであろう。
次に,単なるこれまでの行政処理ではな く,市民の効用を高めることもある。
このとき,費用が更に安 くなることもあるが,一 般にはサービスの新 しい追加
であるか ら費用は高 くなろう。 しか し,その効用が費用の増加に対 して評価 さ
れるものならばそれは認められるであろう。
また,情 報開示や行政の活動の民主的なコントロールのための機能もある。
なぜ なら,都市情報化を民主的に進めるためには,十 分な情報の公開を前提
にした合意に基礎 を置 くものでなければならないからである。そのときに,以
下のことに気 をつけて議論をする必要があろう。
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営利企業が形成する市場には,様 々な 「市場の失敗」があるので企業の活動
がすべて良いとは言えない。その是正の必要のために,行政が存在 していると
考えるのが最 も基本である。 しか し,政治経済学がつ とにい うように,「政府
の失敗」 もあるので,政 府の活動への監視は当然に強めなければな らない。
また,理 念的にはかな り難 しい判断となろうが,「市民の失敗」 もあろう。
たしかに,市民が失敗すると言うことは原理的にどうしようもないとも言える
が,行 政機関が専門的な立場で議論 しているときに,市 民が非専門家で もある
か ら,市民の見解が常に合理的とも言えない。まだ総論としては賛成 しておき
ながら,不利益が自地区に及ぶときには一転,反 対 を唱える等の住民エゴイズ
ムを指摘で きよう。
ただ,市 民が正 しい判断や評価ができるように情報は客観的に公開されなけ
ればならない。意思決定の前提の確立(意 思決定に先立つ)が まずあって,そ
の上で,行 政 と市民が対等の評価 ・検討ができるからである。一言で言えば,
情報の非対称性の対称化といえよう。
ただ,こ の3つ の失敗の存在可能性を前提 にしてなにが語れるか。
そのときの視点は以下のようであろう。 まず,も っとも失敗が小 さくするに
はどうあればいいのか,で あり,次が,失 敗かどうかをどう判断するのか,で
あ り,第三が,だ れが失敗の責任 をいかなる形で取るのか,で ある。
結局,こ の問題は,三 権分立の 「チェックアンドバランス」であろうと思わ
れる。
よって,社 会情報 システムはそれを推進 してい く制度的前提ともな りうるの
である。
これを一言でいえば,こ れは社会情報システムの 「根元的な機能」であると
いえよう。
ただここで言っている社会情報 システムは,狭 義のシステムとい うよりは,
組織機構 やその情報伝達経路や意思決定過程それ自体も含み込む広義のもので
ある。その広義の社会情報システムと狭義のシステムのシームレスな連関とそ
の在 り方が より重要になってくるように思われるのである。
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3-2社 会情報システム と意思決定
もともと情報システムは企業等の経営組織における有効な活動要求の土壌か
ら生 まれた。それは1970年代 はじめのモー トン(ScottMorton)らの提案に始
まる。
それらの体系化はともか く,個別の要求への良好な対応を図る動きは徐々に
高まっている。
ここでは,半 構造的な問題 を含む非構造的な領域の意思決定によく対処 しう
るコンピュータベースの対話型の情報システムを狭義のDSS(DecisionSup-
portSystem)ととらえるが,広 義では意思決定支援に関するすべての情報 シ
ステムが入 ろう。
人は意思決定に対 して何 らかの基準を有し,判 断材料 としてのデータを必要
としている。それは,営 利を追求する企業であろうと,公益を追求する行政体
であろうと同 じである。
このDSSの阻害要因は何であろうか。自治体においても事務作業の効率化
を目指 してOA化 が推進 されているが,そ れに ともなう行政各部署へのコン
ピュータの導入はDSSの利用機会の可能性 を増加 させてお り,行政の意思決
定を効果的にしかも効率的に推進するための道具としてのDSSに対する期待
は高まっている。
しかし,情報技術の発展の大 きさは,往 々にして,過 大な評価に繋がってい
る。その典型的な例が,人 工知能の議論である。ここでは,多 くのなん らかの
意思決定をする人々への支援 システムをDSSと呼んでいるにす ぎないのであ
る。
それゆえ,意思決定と言 うことが非常に高度なものという先入観 を抱かせて
いるが,こ れは間違いといえよう。意思決定といっても,そ の程度や質には大
きな開きがあり,それゆえ,所 詮は人間の判断の代替 となるようなものではな
い。
しかし,そ の意思決定を支援 し,判 断をより合理的に,統計的にでき,ま た
は,そ の処理スピー ドを高めることはできよう。それゆえ,あ らゆる情報処理
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は意思決定 と繋がってお り,この見地か らも意思決定を排除するという単純な
行動をとることの合理性はみい出せない と言わなければならない。
都市情報化の推進にあたって,情 報の即時入手,各 種データへのアクセスを
可能にするネットワーク化 とデータベースの整備は欠かすことがで きない。そ
の観点か らみると,空 間の制約を超えて情報源に接近すること,そ して蓄積 さ
れた情報の履歴 と価値の把握が可能になるのである。
行政の意思決定は,一方では,税収の急激な伸びが期待できない中,行政経費
の効率的運用が要求され,他方,め まぐる しく環境が変化する中で,住民の多様
化する要求に最大限に答えてい くことの中に必要性がみ言い出せるであろう。
その第一は,環境の変化への対応力をつけることである。最近の社会経済環
境の変化は非常にめまぐるしく,影響の規模 も格段に拡大 している。それゆえ
情報環境対応型の組織 を構築すべきであろう。
第二は,計 画業務の合理化 とスピー ド化である。限られた予算 と補助金を有
効に運用することは,行 政に課せられた大 きな使命である。そのためには,計
画 と統制が円滑に実施される必要がある。考えられる代替案を精確に比較 ・評
価するためのDSSは,計 画策定プロセスを支援するモノであ り,計画業務の
合理化 とスピー ド化に繋がる。
第三は,市民サービスの増大である。社会環境の変動の速さに対応 した形で,
市民か らサービスの迅速性に対する要求は今後もます ます高まる。行政内部の
意思決定プロセスの迅速化が問われる。
最後が,市 民との新 しい対話の道具の提供である。行政の施行内容や各種情
報 を市民へ提供 し,市民の質問に分か りやす く答えることも,行政の重要な仕
事のひとつである。
見やす く理解 しやすいプレゼン,柔軟なシュミレーションの結果の提示が要
求される。
意思決定は,あ らゆる組織が常に抱える根本問題であるが,と くに,行 政機
関は,そ の存在性の大 きさと市民への影響力からその正 しさが担保されなけれ
ばならない。
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ここで,3つ の見地か ら意思決定を考えてみよう。第一は,正 しい意思決定
についてである。正 しいさを担保するシステムが図れているかであり,それを
証明する努力である。第二は,早 い意思決定である。意思決定が遅いことは現
代社会ではそれ自体不利益であ り,悪である。また,間 違いを犯 したときに素
早 く質す ことの責任があると言わざるを得ないであろう。早期発見,早 期是正
をとれるシステム作 りであろう。第三が,意思決定過程への市民の参加である。
これは第一の要件とも重なるが,法 的責任を超 えた責任を負 うとすれば,市 民
の広範な意思決定への参加が必要 となろう。そのためには,そ の前提 として情
報の開示が必要である。
社会情報システムは,こ のすべての機能を促進させると同時に,担保づける
機能があると考 えられる。
お わ り に
社会情報システムは,徐々にではあるが,開発 され現実的に運用されている。
しかし,そ の効果があがった ということは,あ まり耳にしない。それは,こ れ
までも論 じたように,そ の投資の絶対額がまだ少ないことに加えて,利 用のた
めのノウハウやリテラシーが低位であるためであろう。そして,そ の効果測定
もまだ未熟で発展途上である点である。最近,や っと営利企業の情報化の測定
の指標や考 え方が作 り始め られた段階である。23)それゆえ,行 政機関におい
て測定する方法が確立 していないのは,無 理からぬことである。 しかし,それ
がなければ,財 政が悪化す る中で,そ の改善のための契機 としての社会情報シ
ステムの構築は一層遅れることになる。なぜなら,財政が厳 しくなる中,そ の
費用対便益が明確 になっていなければ,そ れを市民には説明ができず,さ きの
アカウンタビリティを尽 くしたことにはならないか らである。そ して,そ のよ
23)民間企業においては,ERP(EnterpriseResourcePlanning)とい うコンセプ ト
による企業経営 資源の包括的 な管理手法 と,TCO(Tota1CostOwnership)と
い うコンセプ トによる費用管理の分析手法が進展 している。
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うな状況では,社会情報システムの構築は潜在的には効果があっても,過少需
要 しか産まれないことになるからである。それが さらに,情報通信産業の成長
を阻害することにな り,日本の経済成長 をさらに鈍化 させる要因ともなるので
ある。
そこで,さ きに上げた,代 替法 と仮想評価法を今後は,社 会情報システムの
適用 ・応用においては,必 ず実施する必要があろう。ただそのときに,そ れに
先だって,基 本的な構築手順の枠組を仮設的に提示 してみよう。 ここでの考え
の基本をもう一度確認すると,も っとも成果が確実視 されているものか ら導入
することであ り,また,市 民が供給で きるものは市民に任せる方が両者にとっ
て効用が高いと言 うことである。
以下の図表は社会情報システム構築のためのフレームワークを図表化 したも
のである。
1コ ンテンツからみた社会情報システムのU市 場と情報に関する議論からみる社会情
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そこで,そ の第一は,コ ンテ ンツからみた社会情報システムの構築の優先順
位である。
まず,行 政内部の合理化 を実現 し,その上で,市 民への既存のサービスの向
上を図って行 くべ きであろう。積極的な豊かさの実現のためのサービスは,原
則的には民間に任せ るべ きであろう。
第二は,市 場 と情報に関する議論からみる社会情報システムの構築順位であ
る。上位にいくほど,市民が自ら創意 と工夫によって開発 ・展開するものであ
る。それゆえ,市 場が価格 と量を決定する原理を用いることにより,最適な供
給を実現すべ きと考える。それに対 して,行 政は,原 則的にはその市場形成の
ための基盤構築に止めておくべきであろう。
第三は,財 政規模か らみた社会情報 システムの構築の優先順位である。大 き
な自治体は,そ の集積度 と複合度が高いために,よ り高度なかつより広い情報
域を確立すべ きである。それゆえ,大都市は,ま さに国際的な情報都市に変貌
して行 くべ きであろう。そして,中 小都市はまずは,内 部の情報 システムの構
築から始め,情 報 リテラシーとその有効利用方法 を身につけるべきであろう。
最後が,費 用対便益分析 と情報の不確実性からみる社会情報 システムの構築
順位である。 ようするに,効 果が明確なものからその地域の実情にあったシス
テムを構築 して行 くべきであろう。
以上の4つ の基準を目安 として,社 会情報システムを,さ らに細かな手法を
使って分析 ・評価 をすべ きであろう。
最後に,今 一度,社 会情報 システムが実現すべ き目標を掲げておこう。
第一は,意思決定過程を開示 し,適正手続 きを実現することである。第=二は,
正 しい意思決定(DSS)を実現することである。他のことばで言えば,「市場の
失敗」と 「政府の失敗」 と 「市民の失敗」の回避 とそのバランスの実現 といえ
よう。第三は,社会経済へのダイナミックな対応力の養成 と体質づ くりである。
具体的には,行 政体の情報組織化であるといえよう。第四は,限 られた資源の
有効利用とその意識の醸成であろう。第五は,均衡ある都市内 ・都市問の連携
の実現であり,第六が,本 当に必要な市民へのサービスへの特化であり,最後
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が,社 会情報システム自体を評価するメタフレームの構築である。とくに,最
後は,社会情報システムのいわばメタシステムであるから,今後の具体的なシ
ステムづ くりの基盤の形成 とも言えよう。
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